
厚生労働省全体 平成１７年度省庁別連結財務書類の概要 
 

１．作成目的 

厚生労働省の業務と関連する独立行政法人等を連結

した財務状況を開示。 

２．作成方法 

「省庁別財務書類の作成基準」に基づき作成（省庁別

財務書類と独立行政法人等を合算し、○○省と独立

行政法人等の債権債務等を相殺消去）。 

３．連結の範囲等 

（連結対象法人） 

特殊法人 年金資金運用基金 

独立行政法人 医薬品医療機器総合機構等計 14 法人 

（連結の基準） 

厚生労働省が所掌している業務と関連する事務・事業

を行っている独立行政法人等を連結（監督権限及び財

政支出の有無により判断）。 

（使用財務諸表） 

特殊法人等及び認可法人のうち、行政コスト計算書を

作成している法人については、民間企業仮定財務諸

表でもって連結。 

４．省庁別連結財務書類の留意点 

・ 連結に際して、連結対象法人の会計処理を、省庁別

財務書類の会計処理に統一していない。 

・ 連結対象法人に特有の会計処理については、連結に

際して修正を行っている。 

省庁別財務書類について 

  連結貸借対照表 (単位:十億円） 

 前年度 17年度 増減 前年度 17年度 増減 

＜ 資産の部 ＞ ＜ 負債の部 ＞ 

現金・預金 97,194 79,065 △18,128 未払金等 5,075 4,985 △90 

有価証券 89,057 105,053 15,996 賞与引当金 65 70 5 

未収金等 5,507 5,185 △322 独立行政法人等債券 931 1,021 90 

貸付金 8,780 8,278 △502 借入金 26,691 17,229 △9,462 

貸倒引当金 △2,142 △1,951 191 責任準備金 12,162 12,354 191 

有形固定資産 4,592 3,670 △921 公的年金預り金 150,127 147,601 △2,525 

土地 2,047 1,617 △430 退職給付引当金 1,567 1,522 △45 

建物 1,724 1,313 △410 その他の負債 2,623 1,667 △956 

その他 820 739 △80    

無形固定資産 63 60 △3    

出資金 4 4 △0 負債合計 199,245 186,452 △12,793 

その他の資産 467 657 190 ＜ 資産・負債差額の部 ＞   

  資産・負債差額 4,279 13,571 9,291 

資産合計 203,525 200,023 △3,501 負債及び資産・負債差額合計 203,525 200,023 △3,501 

資産・負債差額増減計算書 (単位:十億円） 

 前年度 17年度 増減  業務費用計算書 (単位:十億円）

 前年度 17年度 増減
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資産合計は 3 兆 5,016 億円の減少、負債合計は 12 兆

7,931 億円の減少、資産・負債差額は 9 兆 2,914 億円の

改善、業務費用は 1 兆 6,857 億円の増加となりました。

資産の減少の主な要因は現金・預金の減 18 兆 1,287 億

円、未収金等の減 3,223 億円及び有形固定資産の減

9,219 億円であります。負債合計の減少の主な要因は、

借入金の減 9 兆 4,621 億円、公的年金預り金の減 2 兆

5,259 億円、その他負債の減 9,563 億円であります。資

産・負債差額の改善の主な要因は、業務費用と財源の

差額 7 兆 2,948 億円、無償所管換等△3,547 億円、公的

年金預り金の変動に伴う増減 2 兆 5,259 億円でありま

す。業務費用の増加の主な内容は、基礎年金給付費の

増 8,268 億円、厚生年金保険給付費の増 4,564 億円、支

払利息の増 4,738 億円であります。 

 

 

 

前年度末資産・負債差額 7,080 4,279 △2,801 

本年度業務費用合計 (A) △63,948 △65,634 △1,685 
財源合計 (B) 68,005 72,929 4,923 

自己収入 42,773 40,623 △2,149 

その他の財源 25,232 32,305 7,073 

資産評価差額等 △299 △545 △245 

公的年金預り金の変動に伴う増減 △6,406 2,525 8,932 

その他資産・負債差額の増減 △151 16 167 

本年度末資産・負債差額 4,279 13,571 9,291 

人件費 879 906 26

退職給付引当金等繰入額 232 144 △87

厚生年金保険給付費 21,614 22,071 456

基礎年金給付費 11,811 12,638 826

健康保険給付費 3,938 4,050 111

国民年金給付費 2,065 1,929 △136

老人保健拠出金 1,908 1,796 △111

その他の社会保障費 3,498 3,628 129

補助金等 13,070 12,936 △133

委託費等 943 914 △29

庁費等 426 414 △12

責任準備金繰入額 10 △26 △36

減価償却費 234 235 0

貸倒引当金繰入額等 1,036 949 △86

利払費 779 1,253 473

資産処分損益 81 85 3

その他の業務費用 1,416 1,706 290

本年度業務費用合計 63,948 65,634 1,685

 

  
 

 区分別収支計算書 (単位:十億円） 

 前年度 17年度 増減 

業務収支 14,322 19,576 5,254 
 財源 98,306 100,575 2,269 

 業務支出 △83,983 △80,998 2,984 

財務収支 △4,086 △10,678 △6,591 

本年度収支（業務収支＋財務収支） 10,235 8,898 △1,337 

資金への繰入等 △1,207 △2,485 △1,277 

翌年度歳入繰入 9,028 6,412 △2,615 

資金残高等 88,166 72,652 △15,513 

本年度末現金・預金残高 97,194 79,065 △18,128 

 

平成 17 年度について 

留意点 

 

１．貸借対照表 

（資産） 

現金・預金 …厚生労働省 △15 兆 5,771 億円 

        （特）年金資金運用基金 △2 兆 6,250 億円 

有価証券 …（特）年金資金運用基金  +15 兆 6,411 億円 

（独）勤労者退職金共済機構 +2,980 億円 

有形固定資産 …厚生労働省 △8,388 億円 

土地 …厚生労働省 △4,126 億円 

   建物 …厚生労働省 △2,458 億円 

（負債） 

借入金 …（特）年金資金運用基金 △9 兆 4,513 億円 

公的年金預り金 …厚生労働省  △2 兆 5,259 億円 

その他の負債 …（特）年金資金運用基金+10 兆 3,925 億円 

            相殺消去 △11 兆 3,362 億円 

２．業務費用計算書 

厚生年金保険給付費 …厚生労働省 ＋4,564 億円 

基礎年金給付費 …厚生労働省 ＋8,268 億円 

利払費… （特）年金資金運用基金 ＋4,801 億円 

その他の業務費用 

…（独）勤労者退職金共済機構 ＋1,862 億円 

３．資産・負債差額増減計算書 

本年度業務費用合計と財源合計との差額（財源余剰） 

 7 兆 2,948 億円 

（左記(A)+(B)により算出）⇒企業会計の「当期純利益」に相当

自己収入 … 厚生労働省 △1 兆 3,332 億円 

その他の財源 …（特）年金資金運用基金＋7 兆 3,871 億円 

相殺消去  △1 兆 574 億円 

４．区分別収支計算書 

財源 … 厚生労働省 ＋6 兆 6,238 億円 

      （特）年金資金運用基金 △2 兆 7,897 億円 

相殺消去 △1 兆 9,015 億円 

業務支出 … 厚生労働省 △5 兆 4,180 億円 

      （特）年金資金運用基金 ＋3 兆 4,354 億円 

相殺消去 ＋5 兆 1,572 億円 

財務収支 … （特）年金資金運用基金 △3 兆 2,708 億円 

       相殺消去 △3 兆 2,556 億円 

 翌年度歳入繰入 …（特）年金資金運用基金△2 兆 6,250 億円

 資金残高等 … 厚生労働省 △15 兆 5,771 億円 

主な増減内容 
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（注）省庁ベースは、省庁別財務書類を指す。 

１．貸借対照表 

（資産） 

現金・預金…（独）勤労者退職金共済機構 +2 兆 1,190 億円 

        （特）年金資金運用基金 +1 兆 9,904 億円 

運用寄託金 …相殺消去 △83 兆 76 億円 

有価証券 …（特）年金資金運用基金  +102 兆 8,126 億円 

（独）勤労者退職金共済機構 +1 兆 9,558 億円 

貸付金  …（特）年金資金運用基金 +3 兆 7,047 億円 

（独）福祉医療機構 +3 兆 5,045 億円 

（独）雇用・能力開発機構 +9,079 億円 

出資金 …相殺消去 △5 兆 4,566 億円   

（負債） 

独立行政法人等債券…  

（独）雇用・能力開発機構  ＋7,796 億円 

（独）福祉医療機構 ＋2,389 億円 

（独）国立病院機構  ＋29 億円 

        計 ＋1 兆 216 億円 

その他の負債 …（特）年金資金運用基金＋84 兆 5,688 億円

           相殺消去 △83 兆 298 億円 

２．業務費用計算書 

人件費… （独）国立病院機構 ＋3,437 億円 

（独）労働者健康福祉機構  ＋1,041 億円 

利払費… （特）年金資金運用基金 ＋1 兆 1,301 億円 

年金資金運用基金への交付金 …相殺消去△1兆3,399億円

その他の業務費用 

…（独）勤労者退職金共済機構 ＋6,359 億円 

  （独）国立病院機構 ＋2,245 億円 

３．資産・負債差額増減計算書 

本年度業務費用合計と財源合計との差額（財源余剰） 

 7 兆 2,948 億円 

（左記(A)+(B)により算出）⇒企業会計の「当期純利益」に相当

業務費用… 連結による増 ＋3 兆 3,469 億円 

相殺消去  △1 兆 4,891 億円 

その他の財源… 連結による増 ＋12 兆 6,416 億円 

相殺消去  △2 兆 3,208 億円 

４．区分別収支計算書 

財源… 連結による増 ＋32 兆 4,527 億円 

相殺消去 △2 兆 3,509 億円 

業務支出…（独）勤労者退職金共済機構による有価証券取得

支出 ＋1 兆 2,386 億円 

 

１．作成目的 

厚生労働省の業務と関連する独立行政法人等を連結

した財務状況を開示。 

２．作成方法 

「省庁別財務書類の作成基準」に基づき作成（省庁別

財務書類と独立行政法人等を合算し、厚生労働省と独

立行政法人等の債権債務等を相殺消去）。 

３．連結の範囲等 

（連結対象法人） 

特殊法人 年金資金運用基金 

独立行政法人 医薬品医療機器総合機構等計 14 法人 

（連結の基準） 

厚生労働省が所掌している業務と関連する事務・事業

を行っている独立行政法人等を連結（監督権限及び財

政支出の有無により判断）。 

（使用財務諸表） 

特殊法人等及び認可法人のうち、行政コスト計算書を

作成している法人については、民間企業仮定財務諸

表でもって連結。 

４．省庁別連結財務書類の留意点 

・ 連結に際して、連結対象法人の会計処理を、省庁別

財務書類の会計処理に統一していない。 

・ 連結対象法人に特有の会計処理については、連結に

際して修正を行っている。 

省庁別連結財務書類について 
省庁ベースとの主な相違 

 貸 借 対 照 表 (単位:十億円） 

 省庁ベース 連結ベース 差額 省庁ベース 連結ベース 差額 

＜ 資産の部 ＞ ＜ 負債の部 ＞ 

現金・預金 74,524 79,065 4,540 未払金等 4,708 4,985 276 

有価証券 - 105,053 105,053 賞与引当金 29 70 41 

未収金等 4,931 5,185 253 独立行政法人等債券 - 1,021 1,021 

貸付金 153 8,278 8,125 借入金 1,707 17,229 15,522 

運用寄託金 83,007 - △83,007 責任準備金 7,933 12,354 4,421 

貸倒引当金 △1,859 △1,951 △92 公的年金預り金 147,601 147,601 - 

有形固定資産 1,649 3,670 2,020 退職給付引当金 694 1,522 828 

土地 725 1,617 891 その他の負債 52 1,667 1,615 

建物 555 1,313 758    

その他 368 739 370    

無形固定資産 43 60 16    

出資金 5,460 4 △5,456 負債合計 162,726 186,452 23,726 

その他の資産 12 657 645 ＜ 資産・負債差額の部 ＞  

資産・負債差額増減計算書 (単位:十億円） 

 省庁ベース 連結ベース 差額  業務費用計算書 (単位:十億円）

 省庁ベース 連結ベース 差額

 

省庁ベースと比較して、資産合計は 32 兆 989 億円の拡

大、負債合計は23兆7,264億円の拡大、資産・負債差額

は 8 兆3,725 億円の改善、業務費用は 1 兆8,577 億円の

増加となりました。 

資産合計の増加の主な要因は有価証券の増 105 兆 536

億円、貸付金の増 8 兆 1,251 億円、現金・預金の増 4 兆

5,405 億円、相殺消去による運用寄託金 83 兆 76 億円及

び出資金5兆4,566億円の減であります。負債合計の増

加の主な要因は、借入金の増 15 兆 5,221 億円、責任準

備金の増 4 兆 4,210 億円であります。資産・負債差額の

改善の主な要因は、連結による資産・負債差額の増 13

兆 8,069 億円、相殺消去による減 5 兆 4,344 億円であり

ます。業務費用の増加の主な要因は、連結による業務

費用の増 3 兆 3,469 億円、相殺消去による減 1 兆 4,891

億円であります。 

 

前年度末資産・負債差額 4,372 4,279 △92 

本年度業務費用合計 (A) △63,776 △65,634 △1,857 
財源合計 (B) 62,608 72,929 10,320 

租税等財源 21,073 21,073 - 

その他の財源 41,534 51,855 10,320 

資産評価差額等 △540 △545 △5 

公的年金預り金の変動に伴う増減 2,525 2,525 - 

その他資産・負債差額の増減 

人件費 398 906 507

退職給付引当金等繰入額 80 144 64

厚生年金保険給付費 22,071 22,071 -

基礎年金給付費 12,638 12,638 -

その他の社会保障費 11,404 11,404 -

補助金等 13,077 12,936 △140

委託費等 842 914 72

年金資金運用基金への交付金 1,135 - △1,135

運営費交付金 202 - △202

庁費等 414 414 ―

責任準備金繰入額 △32 △26 6

減価償却費 106 235 128

貸倒引当金繰入額等 933 949 16

利払費 17 1,253 1,236

資産処分損益 26 85 58

出資金等評価損 13 - △13

その他の業務費用 446 1,706 1,260

本年度業務費用合計 63,776 65,634 1,857

 

8 16 8 

本年度末資産・負債差額 5,198 13,571 8,372 

  
 

 区分別収支計算書 (単位:十億円） 

 省庁ベース 連結ベース 差額 

業務収支 4,382 19,576 15,194 
 財源 70,473 100,575 30,101 

 業務支出 △66,091 △80,998 △14,907 

財務収支 △24 △10,678 △10,654 

 公債発行等収入 - - - 

 公債償還等支出 - - - 

本年度収支（業務収支＋財務収支） 4,357 8,898 4,540 

資金への繰入等 △2,485 △2,485 - 

資金残高等 72,652 72,652 - 

本年度末現金・預金残高 74,524 79,065 4,540 

 

平成 17 年度について 

 

  資産・負債差額 5,198 13,571 8,372 

資産合計 167,924 200,023 32,098 負債及び資産・負債差額合計 167,924 200,023 32,098 

留意点 




